
 

平成 22 年度当初予算について 
 
総務部長査定の概要 

 

1. 国・地方の財政状況 

① 国の予算 

国は地域におけるまちづくりへの支援や地域の実情に応じた活性化策を推進するため、平成 21 年度第１次補正予算を昨年 5

月 29 日に成立させ、将来に向けた地域の実情に応じたきめ細やかな事業を積極的に実施するため「地域活性化・経済危機対

策臨時交付金」1兆円を予算化しました。そして第２次補正予算を本年 1月 28 日に成立させ、明日の安心と成長のための緊急

経済対策の一環として「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」5,000 億円を予算化しました。 

また、平成22年度当初予算の編成方針は、「コンクリートから人へ」の理念に立ち、限られた資源をより効果的に配分し、

必要性の高い分野への重点的な投資を行うことこそが、最大の経済刺激策であり、持続的かつ安定した経済成長の土台となる

としています。 

 

②地方財政対策 

次に、昨年 12 月に発表された地方財政対策によれば、平成 22 年度の地方交付税が 6.8％の増、臨時財政対策債が 49.7％の

増、合計で 17.3％の増となっております。地方交付税本体は 16.9 兆円（前年度比＋1.1 兆円）。地方交付税の 1 兆円以上の増

額は平成 11 年度以来 11 年ぶり。臨時財政対策債を合わせた実質的な地方交付税は 24.6 兆円（前年度比＋3.6 兆円）。臨時財



政対策債そのものは 7.7 兆円（前年度比＋2.6 兆円）となっています。実質的な地方交付税 24.6 兆円は過去最大の金額です。 

 

2. 本市の財政状況 

①健全化判断比率 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、地方公共団体では平成 19 年度決算から健全化判断比率と呼ばれる 4

指標の公表が義務付けられています。 

本市の場合、平成 20 年度決算において、実質赤字比率と連結実質赤字比率は収支が黒字のため、値なしとなっており、実

質公債費比率は 20.8％、将来負担比率は 130.4％となっております。現在は 4指標とも早期健全化基準以下となっております。 

 

② 基金残高 

次に、基金残高を見てみますと平成 17 年度末残高が 46 億円でありましたが、その後 44 億円、40 億円、36 億円となり、平

成 21 年度末は 31 億円と見込んでいるところです。現時点での平成 22 年度基金繰入金見込は 1.3 億円であり、平成 22 年度末

の残高につきましても 31 億円と見込んでおります。 

 

③ 地方債残高 

一方、地方債残高を見ますと平成 17 年度末残高が 344 億円でありましたが、その後 336 億円、319 億円、297 億円となり、

平成 21 年度末は 282 億円と見込んでいるところです。4年間で 62 億円の減となります。 

 



3.平成 22 年度における本市の収支見込 

①歳入 

地方税は、59 億 1,820 万 4 千円と 21 年度当初予算額と比べて 3 億 2,040 万 5 千円の減額としました。内訳は、個人市民税

につきましては、概ね 8％程度減収、また法人市民税につきましては、概ね 10％程度増収、固定資産税につきましては、概ね

1％程度増収を見込んだものです。 

普通交付税は、基準財政需要額・基準財政収入額を費目ごとに計算し、72 億円（21 年度当初予算額は 70 億円）とし、特別

交付税については、地方財政対策の増減率を考慮し、8億円（21 年度当初予算額は 7億 3,400 万円）としました。臨時財政対

策債についても地方財政対策の増減率を乗じ 49.7％(全体 49.7％、うち都道府県 49.0％、市町村 50.8％)の増とし、11 億 4,770

万 8 千円としました。歳入合計は 262 億 5,750 万 1 千円としており、前年度に比べ 18 億 388 万 2 千円の増額になっています。 

 

② 歳出 

民生費は、中学校修了前までの児童を対象に１人につき月額 13,000 円を支給する子ども手当の創設、ファミリーサポー

トセンター事業、安心こども基金を活用した保育所乳児途中受入円滑化事業、保育所エアコンの省エネ化事業（グリーンニ

ューディール）などの増額により、81 億 8,724 万 1 千円と昨年度に比べ、9 億 2,956 万円の増となっています。 

商工費は、西倉吉工業団地再整備事業補償金、経営活力再生緊急資金貸付金などの増額により 21 億 4,112 万 8 千円と 2

億 5,199 万 4 千円の増となっています。 

土木費は、倉吉駅周辺まちづくり事業・交通結節点改善事業、地域住宅交付金事業（米田町住宅整備）などにより、33 億



2,946 万 9 千円と 6 億 3,578 万 8 千円の増となっています。 

教育費は、上小鴨小学校屋内運動場改築事業、河北中学校移転事業などにより、22 億 5,229 万 7 千円と 2 億 3,787 万 3

千円の増となっています。 

 
一般会計の主な事業（市長査定前） 

 

・ 緊急雇用創出事業 8,476 万 7 千円 

・ ふるさと雇用再生特別交付金 7,598 万 6 千円 

・ 住宅用太陽光発電システム導入促進事業 3,000 万円 

・ 児童手当及び子ども手当給付 8 億 5,393 万 6 千円 

・ ファミリーサポートセンター事業 339 万 4 千円 

・ 安心こども基金 1,127 万 4 千円 

・ 公立保育園施設改修事業（グリーンニューディール） 2,000 万円 

・ デイサービス・高齢者専用賃貸住宅整備（緑の産業再生プロジェクト事業） 9,182 万 3 千円 

・ 産地競争力強化対策事業(スイカ統合選果場選別機の整備) 3 億 5,260 万円 

・ 間伐・森林境界の明確化など（緑の産業再生プロジェクト事業）6,412 万 2 千円 

・ 西倉吉工業団地再整備事業補償金 1 億 6,940 万円 



・ 経営活力再生緊急資金貸付金 5 億円 

・ 防犯街灯設置費補助金 355 万 2 千円 

・ 地方道路交付金事業 2 億 1,100 万円 

・ 倉吉駅周辺まちづくり事業・交通結節点改善 8 億 2,441 万 9 千円 

・ 地域住宅交付金事業（米田町住宅整備）3 億 641 万 7 千円 

・ コミュニティービジネス支援事業費補助金 180 万円 

・ 定住自立圏構想推進事業 801 万 8 千円 

・ 地域活力基盤創造交付金（新町バス停整備） 600 万円 

・ 上小鴨小学校屋内運動場改築事業 1 億 7,978 万 6 千円 

・ 河北中学校移転事業 1 億 2,790 万 4 千円 

・ 武道館内装整備事業（緑の産業再生プロジェクト事業） 1,395 万 1 千円 

・ 倉吉スポーツセンター整備事業 1,632 万 4 千円 

・ 鳥飼家住宅屋根葺替事業 1,107 万 5 千円 

・ 特別展 前田寛治大賞展 1,034 万 4 千円 

・ 特別展 「竹久夢二」展 466 万 2 千円 



集計表

一般会計　歳入 （単位：千円）

項目

21年度
当初予算額

22年度
予算見積額

22年度
部長査定額

増減

A B C C-A

地方税 6,238,609 5,921,504 5,918,204 -320,405

譲与税・交付金 979,133 861,779 927,664 -51,469

地方交付税 7,734,000 7,828,000 8,000,000 266,000

国庫支出金 2,500,603 2,834,247 3,225,151 724,548

県支出金 1,957,159 2,354,707 2,341,950 384,791

諸収入 2,234,427 2,432,019 2,427,955 193,528

地方債 1,813,507 2,461,304 2,576,908 763,401

その他 996,181 830,247 839,669 -156,512

計 24,453,619 25,523,807 26,257,501 1,803,882



一般会計　歳出（目的別） （単位：千円）

項目

21年度
当初予算額

22年度
予算見積額

22年度
部長査定額

増減

A B C C-A

議会費 206,413 210,279 207,115 702

総務費 2,233,462 2,266,539 2,375,424 141,962

民生費 7,257,681 7,776,363 8,187,241 929,560

衛生費 2,264,770 2,340,973 2,278,100 13,330

労働費 7,266 15,432 12,500 5,234

農林水産業費 1,293,522 1,477,872 1,354,441 60,919

商工費 1,889,134 2,272,926 2,141,128 251,994

土木費 2,693,681 3,681,386 3,329,469 635,788

消防費 703,847 728,309 718,558 14,711

教育費 2,014,424 2,682,548 2,252,297 237,873

災害復旧費 24,000 24,000 24,000 0

公債費 3,860,319 3,372,128 3,372,128 -488,191

諸支出金 100 100 100 0

予備費 5,000 5,000 5,000 0

計 24,453,619 26,853,855 26,257,501 1,803,882



特別会計 （単位：千円）

項目

21年度
当初予算額

22年度
予算見積額

22年度
部長査定額

増減

A B C C-A

国民健康保険事業特別会計 5,413,748 5,575,924 5,575,924 162,176

介護保険事業特別会計 4,243,018 4,571,336 4,581,483 338,465

老人保健事業特別会計 38,883 31,952 31,952 -6,931

後期高齢者医療事業特別会計 531,657 519,442 519,442 -12,215

簡易水道事業特別会計 228,872 233,912 230,886 2,014

温泉配湯事業特別会計 9,952 9,624 9,625 -327

住宅資金貸付事業特別会計 114,544 69,606 69,606 -44,938

高齢者・障害者住宅整備資金貸付事業特別会計 3,255 2,399 2,399 -856

土地取得事業特別会計 36,000 36,000 36,000 0

上井羽合線沿道土地区画整理事業特別会計 108,732 143,875 152,265 43,533

下水道事業特別会計 4,458,356 3,144,992 3,144,992 -1,313,364

駐車場事業特別会計 25,170 24,134 24,134 -1,036

集落排水事業特別会計 649,800 623,548 623,408 -26,392

国民宿舎事業特別会計 72,900 77,461 77,461 4,561

高城財産区特別会計 9,790 21,713 21,713 11,923

小鴨財産区特別会計 5,108 5,495 5,495 387

北谷財産区特別会計 158 158 158 0

上北条財産区特別会計 26,397 26,624 26,624 227

計 15,976,340 15,118,195 15,133,567 -842,773




